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(57)【要約】
　本発明は、超吸収性ポリマー粒子前駆体表面に共有結合した官能化剤を有する超吸収性
ポリマー粒子に関するものである。
　本発明の官能化剤には、放射活性化可能な基を備えたグラフト部、及び前記グラフト部
に共有結合した官能部が含まれている。前記グラフト部は、超吸収性ポリマー粒子前駆体
表面に含まれる脂肪族Ｃ－Ｈ基と結合している。前記官能部は、超吸収性ポリマー粒子前
駆体内に存在しない化学構造を備えている。前記官能部は、超吸収性ポリマー粒子前駆体
にさらなる機能を付加、もしくは超吸収性ポリマー粒子前駆体がすでに持つ機能を修飾す
る。
　更に、本発明は、前記超吸収性ポリマー粒子を生成するための方法に関するものである
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超吸収性ポリマー粒子であって、
　脂肪族Ｃ－Ｈ基を含み、なおかつ表面及びコアを備えた、架橋ポリ（メタ）アクリル酸
及びその塩から成る超吸収性ポリマー粒子前駆体と、
　前記超吸収性ポリマー粒子前駆体の表面に共有結合させた官能化剤と
を含んでなり、
　前記官能化剤がそれぞれ官能部とグラフト部とを含み、
　前記官能部が前記グラフト部に共有結合しており、
　前記官能部の分子量が１０００以下で、前記官能部が前記超吸収性ポリマー粒子前駆体
中にはない化学構造を有しており、前記官能部が前記超吸収性ポリマー粒子前駆体にさら
なる機能を付加するか、前記超吸収性ポリマー粒子前駆体がすでに持つ機能を修飾し、
　前記官能化剤の前記グラフト部が、前記超吸収性ポリマー粒子前駆体に含まれる前記脂
肪族Ｃ－Ｈ基のうちの１つと共有結合で結合していることを特徴とする超吸収性ポリマー
粒子。
【請求項２】
　前記官能部が少なくとも１つのへテロ原子を含む、請求項１に記載の超吸収性ポリマー
粒子。
【請求項３】
　前記超吸収性ポリマー粒子前駆体に含まれている前記脂肪族Ｃ－Ｈ基に、メチレン－又
はメチル－基が含まれている、請求項１又は２に記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項４】
　前記付加機能又は修飾機能が、親水性、疎水性、色、又はイオン交換性である、請求項
１～３のいずれか一項に記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項５】
　前記付加機能又は修飾機能が、抗菌又は殺真菌又はその両方の機能、又は悪臭－吸着機
能である、請求項１～３のいずれか一項に記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項６】
　前記付加機能又は修飾機能が、前記官能部と液体との接触、官能部の温度上昇、又は官
能部への圧力負荷により成分を放出できる機能であり、前記成分が、放出前に前記官能部
内封入されている、請求項１～３のいずれか一項に記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項７】
　前記付加機能又は修飾機能が、湿り度インジケータ機能である、請求項１～３のいずれ
か一項に記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項８】
　前記付加機能又は修飾機能が、温度調節機能又は冷却機能である、請求項１～３のいず
れか一項に記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項９】
　前記付加機能又は修飾機能が、永久粘着性機能である、請求項１～３のいずれか一項に
記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項１０】
　前記超吸収性ポリマー粒子に少なくとも２つの異なる官能化剤が含まれており、前記官
能化剤のグラフト部、その官能部、又はその両方が異なっている、請求項１～９のいずれ
か一項に記載の超吸収性ポリマー粒子。
【請求項１１】
　官能化剤を有する超吸収性ポリマー粒子の製造方法であって、
　ａ）脂肪族Ｃ－Ｈ基を含み、なおかつ表面及びコアを備えた、架橋ポリ（メタ）アクリ
ル酸及びその塩からなる超吸収性ポリマー粒子前駆体を用意する工程と、
　ｂ）官能化剤を添加する工程であって、各官能化剤が官能部及びグラフト部を含み、前
記グラフト部が放射活性化可能な基を１つ含み、前記グラフト部が前記官能部と共有結合
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しており、前記官能部の分子量が１０００以下であり、前記官能部が前記超吸収性ポリマ
ー粒子前駆体内に存在しない化学構造を備えており、前記官能部が前記超吸収性ポリマー
粒子前駆体にさらなる機能を付加するか、前記超吸収性ポリマー粒子前駆体がすでに持つ
機能を修飾する工程と、
　ｃ）前記放射活性化可能な基を活性化できる電磁照射に、前記超吸収性ポリマー粒子前
駆体及び前記官能化剤を暴露する工程と
から成る製造方法であって、
　これらの工程により、前記グラフト部の前記放射活性化可能な基が、前記超吸収性ポリ
マー粒子前駆体の前記表面へ共有結合し、前記グラフト部が、ラジカル反応により前記超
吸収性ポリマー粒子前駆体に含まれる前記脂肪族Ｃ－Ｈ基の１つと共有結合する、製造方
法。
【請求項１２】
　前記方法の工程ｃ）を１００℃未満の温度で行う、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記電磁照射が紫外線照射である、請求項１１又は１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記超吸収性ポリマー粒子前駆体及び前記官能化剤を０．０００１秒～３０分間紫外線
照射に暴露する、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記グラフト部に含まれている前記放射活性化可能な基が、カルボニル基を含む、請求
項１１～１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１６】
　実質的に液体透過性のトップシートと、実質的に液体不透過性のバックシートと、前記
トップシート及び前記バックシートの間に吸収性コアを備えた吸収性物品であって、前記
吸収性物品が、請求項１～１０のいずれか一項に記載の超吸収性ポリマー粒子を含有して
いる吸収性物品。
【請求項１７】
　超吸収性ポリマー粒子を含有している吸収性物品であって、前記超吸収性ポリマー粒子
が請求項１１～１５のいずれか一項に記載の方法に従って製造されてなる、吸収性物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、官能化剤を含有する超吸収性ポリマー粒子に関する。官能化剤は、超吸収性
ポリマー粒子にさらなる機能を付加したり、超吸収性ポリマー粒子がすでに持つ機能を修
飾したりする。官能化剤は、超吸収性ポリマー粒子に共有結合される。
【０００２】
　本発明はさらに、前記超吸収性ポリマー粒子を製造するための方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　超吸収性ポリマー（ＳＡＰ）は、当該技術分野において周知である。ＳＡＰは一般に、
おむつ、トレーニングパンツ、成人用失禁製品及び女性用ケア製品などの吸収性物品にお
いて、製品の吸収能力を増大させ、一方でそれらの全体容量を低下させる目的で適用する
。ＳＡＰは一般に、その重量の何倍もの量に等しい水性流体を吸収、保持する機能を備え
ている。
【０００４】
　ＳＡＰの商業生産は、１９７８年に日本で始まった。初期の超吸収体は、架橋デンプン
－ｇ－ポリアクリレートであった。ＳＡＰの商業生産においては、部分的に中和させたポ
リアクリル酸が最終的に初期の超吸収体に取って代わり、今日ＳＡＰとして用いられる主
要なポリマーとなっている。ＳＡＰは、繊維又は顆粒のような小さい粒子の形態で適用さ
れることが多い。ＳＡＰは一般に、部分的に中和させ、僅かに架橋させたポリマー網状組
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織から成り、このポリマー網状組織は親水性であり、水又は生理食塩水などの水溶液に浸
漬させると膨張する。ポリマー鎖間の架橋によって、ＳＡＰが水に溶解しないようにする
。
【０００５】
　さらなる機能付加を目的としたＳＡＰ粒子表面のコーティングは、当該技術分野におい
て周知であり、ワックス類、ポリマー類、又は無機非水溶性塩類に加えて、硫酸シリカ又
は硫酸アルミニウムもまた適用することができる。コーティングは、表面架橋後の独立し
たプロセス工程として実施することができ、また、コーティング物質を表面架橋溶液と共
に適用することもできる。
【０００６】
　硫酸アルミニウムの場合、ＳＡＰ粒子のカルボン酸イオンとのイオン結合が形成される
が、この結合は、溶媒和効果により体液存在下で解離する。大半のワックス類やポリマー
類の場合、主に弱く可逆的なファンデルワールス力が表面上への付着を提供する。
【０００７】
　しかしいかなる場合でも、ＳＡＰ粒子の表面へ可逆的に付着してコーティングしたにす
ぎず、ＳＡＰ粒子とコーティング物質間に非可逆的な共有結合は形成されない。従って、
このようなコーティングは、比較的不安定な傾向があり、コーティングは、液体と接触す
ると簡単に洗い落とされたり、ＳＡＰ粒子の移送中（例えば、ＳＡＰ粒子を含む吸収性物
品の製造又は運送中）に摩耗などの機械的手段により、部分的又は完全に除去されたりす
る可能性がある。
【０００８】
　ＳＡＰ粒子を吸収性物品中で適用する場合、吸収性物品の使用中に体液と接触してコー
ティングが洗い落とされると、ＳＡＰ粒子の表面特性が悪化する。さらに、体液中に溶解
したコーティング物質により、吸収性物品の性能全般に悪影響を及ぼす可能性がある。
【０００９】
　例えば、洗い落ちたコーティング物質が存在すると、体液の表面張力が減少する可能性
がある。これによりさらに体液の毛管圧が減少し、その結果、吸収性物品中の多孔質吸脱
着物質によって、その吸上性能の一部又は全部が喪失する可能性がある。
【００１０】
　もしくは、コーティングに含まれる有色顔料が体液中に溶解し、吸収性物品の美しい外
観に悪影響を及ぼしたり、また、その色素が着用者／介護者にとって刺激物となったりす
る可能性がある。
【００１１】
　特にワックスでコーティングされている場合、液体透過性などのＳＡＰ粒子の表面特性
、例えばワックスコーティングの厚さなどに悪影響が及ぶ可能性がある。
【００１２】
　コーティングによるさらなる欠点は、コーティングプロセス中に、例えばそのプロセス
の継続時間に応じて、ＳＡＰ粒子内部にコーティング物質が拡散する可能性があることで
ある。
【００１３】
　当該技術分野においてさらに既知であるのが、非水溶性吸収性ヒドロゲル形成性ポリマ
ー及びポリカチオン性ポリマーを含有している吸収性ゲル化粒子であり、前記ポリカチオ
ン性ポリマーは、前記吸収性ゲル化粒子に共有結合している。共有結合は、特に前記吸収
性ゲル化粒子の表面上に含まれるカルボキシル基を介して形成させる。しかし、吸収性ゲ
ル材料のカルボキシル基の比較的大部分が重合工程前に中和されることが多く、一般には
、吸収性ゲル化粒子とポリカチオン性ポリマーを共有結合させるためには、比較的僅かな
カルボキシル基しか利用できない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
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　従って、両プロセス工程ともカルボキシル基を利用するため、吸収性ゲル化粒子へのポ
リカチオン性ポリマーの共有結合の必要度と中和度とのバランスをとらなければならない
。
【００１５】
　以上の問題を解決するため、本発明の目的は、付加又は修飾させた官能基を備えたＳＡ
Ｐ粒子を用意することであり、前記官能基は、永久的に付加又は修飾させる。ＳＡＰ粒子
が液体と接触して洗い落とされても、前記官能基は消滅しない。さらに前記官能基は、Ｓ
ＡＰ粒子の移送又は運送中、例えば前記ＳＡＰ粒子を含有している吸収性物品などの製造
中に消滅しないように、耐久性を持たせた形で供給できる。
【００１６】
　さらに、前記官能基を用意するために、ＳＡＰ粒子の中和度について妥協する必要性が
ない。
【００１７】
　本発明のさらなる目的は、付加又は修飾させた官能基を備えた前記ＳＡＰ粒子の製造方
法を提示することである。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明は超吸収性ポリマー粒子に関し、前記超吸収性ポリマー粒子には、
　脂肪族Ｃ－Ｈ基を含み、なおかつ表面及びコアを備えた、架橋ポリ（メタ）アクリル酸
及びその塩からなる超吸収性ポリマー粒子前駆体と、
　前記超吸収性ポリマー粒子前駆体の表面に共有結合した官能化剤とを含んでなり、
　前記官能化剤がそれぞれ官能部とグラフト部とを含み、
　前記官能部は前記グラフト部に共有結合しており、
　前記官能部の分子量１０００以下で、前記官能部は前記超吸収性ポリマー粒子前駆体中
に存在しない化学構造を備えており、前記官能部は前記超吸収性ポリマー粒子前駆体にさ
らなる機能を付加するか、前記超吸収性ポリマー粒子前駆体がすでに持つ機能を修飾し、
　前記官能化剤のグラフト部は、前記超吸収性ポリマー粒子前駆体に含まれる脂肪族Ｃ－
Ｈ基のうちの１つと共有結合で結合している。
【００１９】
　本発明はさらに、官能化剤を備えた超吸収性ポリマー粒子製造方法に関し、前記方法は
、
　ａ）脂肪族Ｃ－Ｈ基を含み、なおかつ表面及びコアを備えた、架橋ポリ（メタ）アクリ
ル酸及びその塩からなる超吸収性ポリマー粒子前駆体を用意する工程と、
　ｂ）官能化剤を添加する工程であって、各官能化剤が官能部及びグラフト部を含み、前
記グラフト部が放射活性化可能な基を１つ含み、前記グラフト部が前記官能部と共有結合
しており、前記官能部の分子量が１０００以下であり、前記官能部が前記超吸収性ポリマ
ー粒子前駆体内に存在しない化学構造を備えており、前記官能部が前記超吸収性ポリマー
粒子前駆体にさらなる機能を付加するか、前記超吸収性ポリマー粒子前駆体がすでに持つ
機能を修飾する工程と、
　ｃ）前記放射活性化可能な基を活性化できる電磁照射に、前記超吸収性ポリマー粒子前
駆体及び前記官能化剤を暴露する工程と、から成り、
　これらの工程により、前記グラフト部の前記放射活性化可能な基が、前記超吸収性ポリ
マー粒子前駆体の前記表面へ共有結合し、前記グラフト部が、ラジカル反応により前記超
吸収性ポリマー粒子前駆体に含まれる前記脂肪族Ｃ－Ｈ基の１つと共有結合する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　本発明によるＳＡＰには、架橋ポリ（メタ）アクリル酸及びその塩、すなわち、α，β
－不飽和カルボン酸モノマー類、アクリル酸モノマー類、及び／又はメタクリル酸モノマ
ー類が重合したポリマーが含まれている。
【００２１】
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　ＳＡＰには、部分的に中和させ、僅かに網状架橋させたポリアクリル酸（即ち、ポリ（
アクリル酸ナトリウム／アクリル酸））が含まれているのが好ましい。ＳＡＰは、少なく
とも５０％、より好ましくは少なくとも７０％、更により好ましくは少なくとも７５％及
び更により好ましくは７５％～９５％中和させるのが好ましい。網状架橋は、ポリマーを
実質的に非水溶性にし、ヒドロゲルを形成する吸収性ポリマー類の吸収能力を決定すると
いう一面もある。前記ポリマーを網状架橋するための方法及び典型的な網状架橋剤は、米
国特許第４，０７６，６６３号により詳細に記載されている。
【００２２】
　α，β－不飽和カルボン酸モノマー類を重合するための好適な方法は水溶液重合であり
、これは当該技術分野において周知である。α，β－不飽和カルボン酸モノマー類と、重
合反応開始剤を含む水溶液は、重合反応にさせる。この水溶液にはまた、更に、α，β－
不飽和カルボン酸モノマー類と共重合可能であるモノマー類を含めてもよい。少なくとも
、α，β－不飽和カルボン酸は、モノマー類の重合前、重合中又は重合後に、部分的に中
和させなければならない。本発明のある好ましい実施形態では、モノマー類は、少なくと
も５０％、より好ましくは少なくとも７０％、より好ましくは少なくとも７５％及びより
好ましくは７５％～９５％中和させる。
【００２３】
　水溶液中のモノマー類は、標準的な遊離ラジカル技法により、一般には紫外線（ＵＶ）
などの活性化用の光開始剤を用いて重合させる。あるいは、レドックス反応開始剤を使用
してもよい。しかしながらこの場合、高い温度が必要になる。
【００２４】
　吸水性樹脂は、好ましくは、非水溶性にするために僅かに（lightly）架橋させる。望
ましい架橋構造は、選択した水溶性モノマーと、分子単位で少なくとも２つの重合可能二
重結合を有する架橋剤との共重合により形成させてもよい。架橋剤は、水溶性ポリマーを
架橋するのに効果的な量で含有させる。好ましい架橋剤の量は、所望の吸収能力の程度及
び吸収された流体を保持するのに望ましい力、即ち、負荷下での所望の吸収性によって決
まる。典型的には、使用したモノマー１００重量部に対し０．０００５～５重量部の量の
架橋剤を使用する。１００部につき５重量部を超える量の架橋剤を用いると、結果として
生じるポリマー類の架橋密度は非常に高く、吸収能力が低下し、吸収された流体を保持す
る力が増大する。１００部につき０．０００５重量部未満の量で架橋剤を用いると、ポリ
マーの架橋密度は非常に低く、吸収すべき流体と接触すると、粘着性と水溶性が高くなり
、特に負荷下では吸収性能が低下する。架橋剤は、典型的には水溶性である。
【００２５】
　架橋剤をモノマー類と共重合する代わりに、もしくはそれに加えて、重合後に別のプロ
セス工程でポリマー鎖を架橋することも可能である。
【００２６】
　重合、架橋及び部分的な中和の後、粘性を有するＳＡＰを脱水（即ち、乾燥）し、乾燥
したＳＡＰを生成させる。脱水工程は、粘性を有するＳＡＰを約１～２時間、強制空気オ
ーブン内で約１２０°Ｃまで加熱するか、又は粘性を有するＳＡＰを約６０°Ｃで一晩中
加熱することによって行うことができる。乾燥後の脱水させたＳＡＰ内の残留水の含有量
は、主に乾燥時間及び乾燥温度に左右され、乾燥したＳＡＰの０．５重量％～５０重量％
にすることができる。好ましくは、乾燥後の脱水させたＳＡＰ内の残留水の含有量は、乾
燥したＳＡＰの０．５重量％～４５重量％、より好ましくは０．５重量％～３０重量％、
より好ましくは０．５重量％～１５重量％、及び最も好ましくは０．５重量％～５重量％
である。
【００２７】
　ＳＡＰは多数の形状の粒子に変換することができる。「粒子」という用語は、顆粒、繊
維、フレーク、球体、粉末、小板、並びにＳＡＰの当業者に既知のその他の形状及び形態
のことを指す。例えば粒子は、粒径約１０～１０００μｍ、好ましくは約１００～１００
０μｍの顆粒又ビーズ状とすることができる。他の実施形態において、ＳＡＰは、繊維状
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、すなわち細長く針状のＳＡＰ粒子とすることができる。こうした実施形態において、Ｓ
ＡＰ繊維の小寸法（すなわち、繊維の直径）は、約１ｍｍ未満、通常は約５００μｍ未満
、好ましくは２５０未満～５０μｍである。繊維の長さは、好ましくは約３～約１００ｍ
ｍである。繊維はまた、織ることのできる長いフィラメントの形態であることができる。
【００２８】
　脱水させたＳＡＰ粒子は、表面架橋プロセス工程を経て「ゲルブロッキング」を典型的
には減少させる。
【００２９】
　水溶液の吸収後、膨張したＳＡＰ粒子は非常に柔らかくなり、変形しやすくなる。変形
により、ＳＡＰ粒子間の空隙が封鎖され、これにより、液体に対する流動抵抗が劇的に増
大する。これは一般に「ゲルブロッキング」と呼ばれる。ゲルブロッキング状態において
、液体は、拡散によってしか、膨張したＳＡＰ粒子の間を通って移動することができず、
これは、ＳＡＰ粒子間の隙間を流動するよりもはるかに遅い。
【００３０】
　ゲルブロッキングを減少させるために一般的に適用する方法の１つは、粒子をより硬く
することであり、それによってＳＡＰ粒子は元の形状を保持できるので、粒子間の空隙を
作り出したり維持したりする。剛性を高める周知の方法は、ＳＡＰ粒子の表面上に露出す
るカルボキシル基を架橋することである。この方法は、一般に表面架橋と呼ばれる。
【００３１】
　一般に適用される表面架橋剤は、熱活性化可能な表面架橋剤である。用語「熱活性化可
能な表面架橋剤」は、典型的には約１５０°Ｃの高温にさらすことによってのみ反応する
表面架橋剤を指す。従来技術において既知の熱活性化可能な表面架橋剤は、例えば、ＳＡ
Ｐのポリマー鎖間に更なる架橋を構築することができる二官能剤又は多官能剤である。熱
活性化可能な表面架橋剤の例としては、二価－又は多価アルコール類又は二価－又は多価
アルコール類形成が可能なこれらの誘導体、アルキレンカーボネート類、ケタール類、及
びジ－又はポリグリシジルエーテル類、ハロエポキシ化合物、ポリアルデヒド類、ポリオ
ール類、及びポリアミン類が挙げられるが、これらに限定されない。架橋は、ポリマーに
含まれる官能性基間の反応、例えばカルボキシル基（ポリマーに含まれている）とヒドロ
キシル基（表面架橋剤に含まれている）とのエステル化反応に基づくものである。典型的
には、ポリマー鎖のカルボキシル基の比較的大部分を重合工程前に中和させるので、一般
には、当該技術分野において既知のこの表面架橋プロセスのためには、ほんの僅かなカル
ボキシル基しか利用できない。例えば、７０％中和させたポリマーでは、共有表面架橋結
合のために、１０個のカルボキシル基のうちたった３個しか利用できない。
【００３２】
　「表面」という用語は、粒子の外側に面した境界のことを指す。多孔質ＳＡＰ粒子に関
しては、内部露出面も表面とみなしてもよい。「表面架橋したＳＡＰ粒子」という用語は
、表面架橋剤と呼ばれる化合物によって架橋した粒子表面付近に存在する分子鎖を有する
ＳＡＰ粒子のことをいう。表面架橋剤は、粒子表面に適用する。表面架橋したＳＡＰ粒子
において、ＳＡＰ粒子の表面付近の架橋レベルは一般にＳＡＰ内部の架橋レベルよりも高
い。
【００３３】
　架橋ポリ（メタ）アクリル酸及びその塩から成るＳＡＰ粒子は一般に無色、無臭かつ半
透明のヒドロゲルである。前記粒子の剛性は主に架橋量に依存し、一方、性能は主に中和
度に依存する。色や臭いなどの特徴を付加したり、剛性などの既存機能を変更するために
、ＳＡＰ粒子前駆体に後処置を施さなくてはならない。
【００３４】
　本発明のＳＡＰ粒子前駆体は、架橋ポリ（メタ）アクリル酸及びその塩から構成されて
いる。前記ＳＡＰ粒子前駆体には、脂肪族Ｃ－Ｈ基が含まれている。さらに、ＳＡＰ粒子
前駆体は表面及びコアを備えている。
【００３５】
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　「脂肪族Ｃ－Ｈ基」という用語は、超吸収性ポリマー粒子前駆体に含まれている脂肪族
単位に属するＣ－Ｈ部分を意味する。前記脂肪族単位は、例えばポリ（メタ）アクリル酸
の繰り返し単位にしてもよい。脂肪族Ｃ－Ｈ基には、メチン－、メチレン－、又はメチル
－基、好ましくはメチレン－又はメチル－基が含まれている。
【００３６】
　本発明では、官能化剤はＳＡＰ粒子前駆体と共有結合している。各官能化剤分子には官
能部１個とグラフト部１個が含まれており、官能部はグラフト部と共有結合している。前
記ＳＡＰ粒子前駆体は、架橋ポリ（メタ）アクリル酸及びその塩から成り、すなわち部分
的に中和されている。
【００３７】
　官能部及びグラフト部は互いに共有結合しており、官能部１個とグラフト部１個で、官
能化剤の１分子を形成している。官能化剤の分子はさらに、ＳＡＰ粒子前駆体に含まれて
いる脂肪族Ｃ－Ｈ基１個とラジカル反応で共有結合している。官能化剤は、そのグラフト
部を介してＳＡＰ粒子前駆体と結合している。
【００３８】
　前記グラフト部には、放射活性化可能な基が１つ含まれている。従って、官能部に共有
結合しているグラフト部は放射活性化可能であり、さらに放射活性化可能な基が１つだけ
含まれているという点で１官能性である。この放射活性化可能な基を照射すると、脂肪族
Ｃ－Ｈ基から水素原子の引き抜きが可能となる活性励起状態（三重項）へ遷移され、これ
により、最終的にグラフト部は、ラジカル反応を経てＳＡＰ粒子前駆体と共有結合する。
グラフト部には放射活性化可能な基が１つだけ含まれているため、グラフト部とＳＡＰ粒
子前駆体間に形成される共有結合は、官能化剤１分子につき１ヶ所のみである。
【００３９】
　このような放射活性化可能な化合物及びそれらの合成物は、例えば欧州特許出願ＥＰ－
Ａ－０３７７１９１号、米国特許第３，２１４，４９２号、同第３，４２９，８５２号、
同第３，６２２，８４８号、同第４，３０４，８９５号、独国特許出願ＤＥ－Ａ－３５３
４６４５号及び欧州特許出願ＥＰ－Ａ－２７９４７５号から、当該技術分野において既知
である。
【００４０】
　前記グラフト部は、アセトフェノン、ベンゾフェノン、アントラキノン、キサントン、
チオキサントン、カンファーキノン、テレフタロフェノン、ベンジル、フルオレノン、α
－ケトクマリン、並びにアセトフェノン－、ベンゾフェノン－、アントラキノン－、キサ
ントン－、チオキサントン－、カンファーキノン－、テレフタロフェノン－、ベンジル－
、フルオレノン－、α－ケトクマリン－誘導体から成る群から選択するのが好ましい。好
適なアセトフェノン誘導体又はベンゾフェノン誘導体にはまた、例えば、アセトフェノン
誘導体又はベンゾフェノン誘導体の縮合生成物などの反応生成物が含まれており、少なく
とも２つのアセトフェノン又はベンゾフェノン基が含まれている。本発明のある好ましい
実施形態においては、水溶性を持たせる、又はさらに高めるために、誘導体化させた前記
グラフト部を使用する。
【００４１】
　あるいは、前記グラフト部には、メチル、ベンジル、アリール、好ましくはフェニル及
び置換フェニルから成る群から選択される第１の基、及びアリール１個、炭素原子１～４
個のアルキル１個、シクロプロピル、シクロペンチル、シクロヘキシル、α，α－ジアル
コキシアルキル、及びα－ヒドロキシアルキルから成る群から選択される第２の基を含有
させてもよく、前記第１の基は前記第２の基とさらなるカルボニル基を介して共有結合す
る。
【００４２】
　前記放射活性化可能な基が、カルボニル基を含むのが好ましい。
【００４３】
　前記官能部の分子量は１０００以下であり、少なくとも１個のへテロ原子を含むのが好
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【００４４】
　前記官能部は、ＳＡＰ粒子前駆体内に存在しない化学構造を備えている。官能部が化学
構造を「備えている」とは、官能基にさらなる原子が含まれていることを意味し、あるい
は、官能部がこの化学構造のみで構成されていることを意味してもよい。
【００４５】
　前記官能部は、ＳＡＰ粒子前駆体にさらなる機能を付加するか、ＳＡＰ粒子がすでに持
つ機能を修飾する。官能部によりＳＡＰ粒子にもたらされる機能は、親水性、疎水性、色
（実施形態では、官能部には色素が含まれている）、又はイオン交換性の向上（実施形態
では、官能部は陽イオン性又は陰イオン性のイオン交換体である）にしてもよい。
【００４６】
　あるいは、前記官能部によって、さらに抗菌又は殺真菌又はその両方の機能、又は悪臭
－吸着機能をＳＡＰ粒子にもたらしてもよい。
【００４７】
　またさらに、官能部によりＳＡＰ粒子にもたらされる機能は、官能部と液体との接触、
官能部の温度上昇、又は官能部への圧力負荷により、ある成分を放出できる機能にしても
よい。
【００４８】
　また官能部によって、ｐＨ値に応じて色が変化する機能を選択することにより、ＳＡＰ
粒子に湿り度インジケータ機能をもたらすことができる。あるいは、官能部によって、Ｓ
ＡＰ粒子に温度調節機能又は冷却機能をもたらしてもよい。
【００４９】
　さらに官能部によって、ＳＡＰ粒子に永久粘着性機能を付加してもよい。
【００５０】
　これら全ての官能部によりもたらされる機能については、以下に詳細を記載する。
【００５１】
　官能部は、ＳＡＰ粒子に永続的な親水性が備わるように選択してもよい。この実施形態
では、官能部に含まれＳＡＰ粒子前駆体内に存在しない化学構造として、正電荷又は負電
荷を持つ基、又は高極性で電荷を持たない基を含めてもよい。このような化学基の例とし
ては、カルボン酸陰イオン類、カルボン酸類又はカルボン酸誘導体類、スルホン酸陰イオ
ン類、スルホン酸類又はスルホン酸誘導体類、ホスホン酸陰イオン類、ホスホン酸類又は
ホスホン酸誘導体類、さらに、四級アンモニウム陽イオン類、ポリグリコールエステル類
、又はオキシエタノール残基類がある。好ましくは、ＳＡＰ粒子に親水性をもたらす官能
部中の化学構造として、四級脂肪酸誘導体類、脂肪酸ポリグリコールエステル類、中和リ
ン酸エステル類、エトキシ化脂肪酸エステル類、ラウリルグルタミン酸ナトリウム、ステ
アリン酸エトキシレート、アルキルリン酸アミン塩類、ポリエーテル変性シリコーン類、
又はアルキルオキシポリエチレンオキシエタノールを含むことができる。
【００５２】
　あるいは、官能部によってＳＡＰ粒子に疎水性をもたらしてもよい。この実施形態では
、官能部はＳＡＰ粒子前駆体内に存在しない化学構造を備えており、前記化学構造は、好
ましくはフッ素化残基類、シリコーン類、シロキサン類、又はヘテロ原子を持たない炭化
水素である。
【００５３】
　あるいは、前記官能部には、ＳＡＰ粒子前駆体内に存在しない化学構造として、色素を
含んでもよい。前記色素は、ＳＡＰ粒子に所望の色をもたらす。本発明の好適な色素の例
は、ピグメントブルー１５（ＣＡＳ１４７－１４－８）の誘導体である。ピグメントブル
ー１５を式１に示す。式２は、ピグメントブルー１５誘導体を官能部として含んでいる、
本発明による表面官能化剤を示しており、グラフト部「Ｇ」と共有結合している。
　式１：
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【化１】

　式２：
【化２】

【００５４】
　前記官能部によってさらに、抗菌、殺真菌、又はその他の殺生物機能をＳＡＰ粒子にも
たらしてもよい。この実施形態では、官能部はＳＡＰ粒子前駆体中に存在しない化学構造
を備えており、前記化学構造は以下の式のように、例えばメチルパラベン（ＣＡＳ９９－
７６－３）の誘導体、又はエチルパラベン（ＣＡＳ１２０－４７－８）の誘導体であり、
両物質とも抗菌性をもたらすものである。式３はメチルパラベンを、式４はメチルパラベ
ンの誘導体を官能部として含んでいる本発明による官能化剤を示しており、グラフト部「
Ｇ」と共有結合している。
　式３：
【化３】

　式４：

【化４】
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【００５５】
　本発明のさらなる実施形態では、官能部によってＳＡＰ粒子に悪臭－吸着性能をもたら
す。悪臭は、例えば体液から生じる可能性があるが、吸収性物品に使われる他の材料、例
えば接着剤やフィルムなどに固有の可能性もある。この実施形態では、官能部はＳＡＰ粒
子前駆体内に存在しない化学構造を備えており、前記化学構造は、例えばシクロデキスト
リン又はその誘導体である。
【００５６】
　あるいは、ＳＡＰ粒子が吸収性物品中に組み込まれている場合、官能部上への圧力負荷
、又は体液（例えば尿）などの液体との接触すると、ある成分が放出されるような官能部
を選択してもよい。さらに、官能部温がある一定のレベルを超えた場合、好ましくは３０
°Ｃ、より好ましくは３４°Ｃ、さらに好ましくは３７°Ｃ超えた場合に前記成分を放出
させることができる。放出させる成分は、例えば悪臭マスキング性をもたらす香料にして
もよい。これらの実施形態では、官能部に含まれＳＡＰ粒子前駆体内に存在しない化学構
造は、前記成分を封入した化学構造である。このような化学構造の例は、デンプンやその
他適当なポリマーによるバスケット構造である。このような実施形態では、前記成分は官
能化剤の一部ではなく、すなわち官能化剤に共有結合していない。それに対し、前記成分
を封入している化学構造は、官能部の一部である。
【００５７】
　放出される典型的な成分は、式５のゲラニオール（ＣＡＳ１０６－２４－１）又は式６
のオイゲノール（ＣＡＳ９７－５３－０）であり、両物質とも悪臭抑制のための香料とし
て使用される。
　式５：
【化５】

　式６：

【化６】

【００５８】
　本発明のさらに別の実施形態では、ｐＨ値に応じてその色を変えることにより、ＳＡＰ
粒子に湿り度インジケータ機能を付加するような官能部を選択してもよい。この実施形態
では、官能部に含まれＳＡＰ粒子前駆体内に存在しない化学構造は、好ましくはｐＨ３～
５で変色するｐＨインジケータである。典型的には前記化学構造として、ブロモクレゾー
ルグリーン又はブロモフェノールブルー誘導体を適用してもよい。
【００５９】
　あるいは、前記官能部が備えている化学構造は、イオン交換体の群から選択してもよい
。この実施形態では、イオン交換体である化学構造は、ＳＡＰ粒子前駆体内に存在せず、
ＳＡＰ粒子のイオン交換能を高める。
【００６０】
　本発明のさらに別の実施形態では、温度調節機能や冷却効果それぞれをもたらすような
官能部を選択する。この実施形態では、官能部に含まれＳＡＰ粒子前駆体内に存在しない
化学構造は、パラフィンワックス類である。本発明中で使用するには、前記ワックスの融
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点幅は狭くしなくてはならず、典型的には２５°Ｃ（おむつ背部の着用温度）～３７°Ｃ
（尿温度）である。そのようなワックス類は、吸収性物品を着用した状態では固体である
が、体温程度の体液に接触すると融解する。融解すると、前記ワックス類は可逆的に周囲
から熱を抽出して潜熱として保持するため、ワックスの融解温度で周囲温度が維持され、
冷却効果をもたらす。
【００６１】
　さらに官能部は、ＳＡＰ粒子に永久粘着性を与えるように選択してもよい。このような
化学構造の例としては、ホットメルト接着剤、例えば、ロジンエステル誘導体又は二重結
合を含む短鎖ポリオレフィン類（重合数５０まで）などに典型的に適用される樹脂類があ
る。永久粘着性を有するＳＡＰ粒子は、吸収性物品中で、含水時及び乾燥時に吸収性コア
内ＳＡＰ粒子を接着剤を必要とすることなく不動化するために使用することができる。
【００６２】
　プロセス
　上述した官能化剤は、そのグラフト部に放射活性化可能な基を含有しているため、電磁
照射への暴露により共有結合を形成することができる。電子ビーム、加えて紫外線は、好
適な電磁照射を生成することができる。好ましくは、本発明に従えば、選択した官能化剤
に応じ、波長２２０～３８０ナノメートルの紫外線を使用する。紫外線は、電子ビームと
組み合わせて使用しても、赤外線と組み合わせて使用してもよい。紫外線照射を他の電磁
照射と組み合わせる場合、紫外線の適用が他の電磁照射（即ち、電子ビーム又は赤外線）
と同時に行われるのか、又は一連の異なる照射工程にて照射が行われるのかは重要ではな
い。官能化剤については、グラフト部の放射活性化可能な基は比較的高い活性化エネルギ
ーを必要とし、電子ビームによる活性化が必要となる。
【００６３】
　本発明において、官能化剤は、ＳＡＰ粒子前駆体の５０重量％未満の量、好ましくは２
５重量％未満の量、より好ましくは１５重量％未満の量、更により好ましくは５重量％未
満の量、及び最も好ましくは０．１重量％～５重量％の量で適用する。
【００６４】
　官能化剤は、流動床スプレーチャンバーを用いて、ＳＡＰ粒子前駆体上にスプレーして
もよい。同時に、乾燥させるために赤外線照射を適用してもよく、また、同時に流動床で
のラジカル反応を起こすために紫外線を適用してもよい。
【００６５】
　しかし、乾燥とラジカル反応を連続した２工程で実施する場合は、いかなる順序で実施
してもよい。代わりに、赤外線と組み合わせて、乾燥工程においてあらゆる従来の乾燥装
置を使用することができる。しかしながら、本発明の実施形態の中には、例えば、ほんの
少量の官能化剤を少量の溶媒に溶解して適用する場合など、ほとんど又は全く乾燥を必要
としないものもある。
【００６６】
　本発明によるＳＡＰ粒子前駆体及び官能化剤間のラジカル反応は、官能化剤に含まれる
グラフト部の放射活性化可能な基で効率的に実施し、ＳＡＰ粒子前駆体と共有結合を形成
させる。電磁照射、最も好ましくは紫外線照射へ曝露されると、化学グラフト反応によっ
て共有結合が形成される。
【００６７】
　理論によって限定されないが、グラフト部の放射活性化可能な基に含まれるカルボニル
基は、－照射により活性化三重項状態に励起され－超吸収性ポリマー粒子前駆体に含まれ
る脂肪族Ｃ－Ｈ基から水素原子の抽出が可能となると考えられている。水素抽出反応の結
果、活性化カルボニル基はケチルラジカルに、脂肪族Ｃ－Ｈ基は炭素中心ラジカルに変化
する。ケチルラジカルと炭素中心ラジカルが反応し、グラフト部と超吸収性ポリマー粒子
前駆体間に、新たな共有結合を形成されると考えられる。従って、グラフト部に含まれる
カルボニル基は一連の反応で還元され、すなわちグラフト反応の完了後にヒドロキシル基
に変化する（光還元）。
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【００６８】
　理論的には、グラフト部の反応基は、照射により、超吸収性ポリマー粒子前駆体に含ま
れるカルボキシル基と反応する場合もある。しかし反応中間体は、ほぼ非極性の脂肪族Ｃ
－Ｈ基と反応する傾向が強い。前記反応中間体が、強い極性を持つカルボキシル基から水
素ラジカルを引き抜く可能性はさらに低い。
【００６９】
　上述した反応の結果として、官能化剤の少なくとも一部は、ＳＡＰ粒子前駆体のポリマ
ー鎖に含まれる脂肪族基に共有結合する。官能化剤は、これらの脂肪族Ｃ－Ｈ結合と主に
結合し、少なくとも部分的にはＳＡＰ粒子前駆体の表面上に暴露される。本発明のラジカ
ル反応はカルボキシル基に限られたものではなく、大部分はＳＡＰ粒子前駆体内の多くの
脂肪族Ｃ－Ｈ基で起こるため、反応可能な部位数は、先行技術で既知のＳＡＰ粒子のカル
ボキシル基に限られた反応よりもかなり多い。以上のことから、ＳＡＰ粒子表面に共有結
合する官能化剤を均質かつ均一的に分布させることが可能となる。
【００７０】
　本発明の方法による上述のラジカル反応は、ＳＡＰ粒子の中和と関係するさらなる利点
をもたらし、α、β－不飽和カルボン酸モノマー類は、重合工程前に中和されることが多
い（プレ中和）。中和反応を重合後に行う場合もある（ポスト中和）。モノマー類の酸性
基を中和するのに有用な化合物は、典型的には、重合プロセスに有害な影響を及ぼさずに
酸性基を十分に中和するものである。前記化合物としては、アルカリ金属の水酸化物類、
炭酸及び重炭酸のアルカリ金属塩類が挙げられる。好ましくは、モノマー類の中和に使用
する材料は、水酸化ナトリウム若しくはカリウム又は炭酸ナトリウム又はカリウムである
。中和化合物は、好ましくは、α，β－不飽和カルボン酸モノマー類が含まれている水溶
液に添加する（プレ中和）。結果として、α，β－不飽和カルボン酸モノマー類が含むカ
ルボキシル基が少なくとも部分的に中和される。従って、重合工程後、ポリマーのα，β
－不飽和カルボン酸に含まれるカルボキシル基もまた少なくとも部分的に中和される。ま
たポスト中和のため、ポリマーの，α、β－不飽和カルボン酸に含まれるカルボキシル基
も、少なくとも部分的に中和される。水酸化ナトリウムを使用する場合、中和によりアク
リル酸ナトリウムが生じ、これが水中でマイナスに帯電したアクリル酸モノマーと、プラ
スに帯電したナトリウムイオンとに解離する。
【００７１】
　水溶液を吸収した後、最終的なＳＡＰ粒子が膨張状態にある場合、ナトリウムイオンは
ＳＡＰ粒子内を自由に移動することができる。おむつ又はトレーニングパンツなどの吸収
性物品において、ＳＡＰ粒子は典型的には尿を吸収する。蒸留水と比較して、尿には、少
なくとも部分的に解離した形態で存在する塩が比較的多く含まれている。尿に含まれる解
離した塩のために、液体はＳＡＰ粒子内に吸収されにくくなる。それは、解離した塩のイ
オンに起因する浸透圧に逆らって液体を吸収しなければならないからである。ＳＡＰ粒子
内で自由に移動することができるナトリウムイオンは浸透圧を低下させるので、液体が粒
子内に吸収されるのを大きく促進する。従って、高程度の中和は、概して、ＳＡＰ粒子の
能力及び液体吸収速度を大いに高めることができる。
【００７２】
　当該技術分野において既知の、ＳＡＰ粒子の表面特性の修飾方法は、ＳＡＰ粒子と表面
特性を修飾する分子間に共有結合が含まれている場合、ＳＡＰ粒子のカルボキシル基と修
飾分子間に共有結合が存在することが必要である。従って、いずれのプロセス工程でもカ
ルボキシル基を使用するので、中和の程度は、表面架橋に対する必要性と調和を保たなけ
ればならない。
【００７３】
　本発明では、官能化剤のグラフト部には放射活性化可能な基が含まれており、例えば紫
外線照射などにより活性化した場合、ポリマーに含まれる脂肪族Ｃ－Ｈ基と反応可能であ
る。従って、官能化剤のＳＡＰ粒子への共有結合数を著しく減少させることなく、高レベ
ルのＳＡＰ粒子の中和が可能となる。
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【００７４】
　本発明では、α，β－不飽和カルボン酸モノマー類に含まれるカルボキシル基は、好ま
しくは少なくとも５０％、より好ましくは少なくとも７０％、更に好ましくは少なくとも
７５％及び更に好ましくは７５％～９５％中和させる。従って、ポリマーのα，β－不飽
和カルボン酸に含まれるカルボキシル基は、少なくとも５０％、より好ましくは少なくと
も７０％、更により好ましくは少なくとも７５％及び更により好ましくは７５％～９５％
中和させる。
【００７５】
　紫外線照射は、好ましくは、電力が５０Ｗ～２ｋＷ、より好ましくは２００Ｗ～７００
Ｗ、更により好ましくは４００Ｗ～６００Ｗの紫外線ランプを使って従来の方法で行うこ
とができる。照射時間は、好ましくは０．１秒～３０分、より好ましくは０．１秒～１５
分、更に好ましくは０．１秒～５分、最も好ましくは０．１秒～２分である。市販の高圧
水銀紫外線ランプを使用することができる。ランプの選択は、使用した官能化剤分子の吸
収スペクトルによって決まる。紫外線ランプ（１つ又は複数）と、架橋すべきＳＡＰとの
距離は、５ｃｍ～１５ｃｍの間で変化させるのが好ましい。
【００７６】
　先行技術で既知の、ＳＡＰ粒子の表面コーティングプロセスと比較すると、本発明によ
る方法の方がはるかに迅速である。先行技術のコーティングプロセスは、一般に２０分を
要する。２０分を要するプロセス工程では、ＳＡＰ粒子の製造方法は、所望よりも経済性
が低い。これに反して、本発明による方法は非常に迅速に行うことができるので、製造方
法全体の効果性及び経済性が大きく向上する。
【００７７】
　さらに、本発明の方法によるラジカル反応は迅速に行えるため、ＳＡＰ粒子前駆体表面
上に適用した官能化剤が、ＳＡＰ粒子内部に浸透するまでの時間が短い。その結果、ラジ
カル反応は、実際にはＳＡＰ粒子の表面に限られ、材料の無駄、さらにはＳＡＰ粒子内部
における望ましくない副反応が回避される。
【００７８】
　本発明の方法によるラジカル反応は、必ずしも高温を必要とせず、紫外線照射などの電
磁照射を用いて中程度の温度で行うこともできる。本発明では、ラジカル反応は、好まし
くは、１００°Ｃ、好ましくは８０°Ｃ未満、より好ましくは５０°Ｃ未満、更に好まし
くは４０°Ｃ未満、最も好ましくは２０～４０°Ｃで達成することができる。更なるプロ
セス工程では、ＳＡＰの乾燥は、典型的には１００°Ｃ超で行う。
【００７９】
　本発明では、１つの官能化剤を選択することができ、別の方法としては、２つ又はそれ
以上の異なる官能化剤を適用することができる。官能化剤は、そのグラフト部、官能部、
又はその両方でそれぞれ異なっていてもよい。
【００８０】
　官能化剤は、好ましくは溶液で、より好ましくは水溶液で使用する。
【００８１】
　均質な表面特性を持つＳＡＰ粒子を得るためには、紫外線照射前又は照射中に官能化剤
をＳＡＰ粒子前駆体上に均一に配置しなくてはならない。従って、官能化剤は、ＳＡＰ粒
子前駆体上にスプレーによって適用するのが好ましい。
【００８２】
　吸収性物品
　本発明のＳＡＰ粒子は、好ましくは吸収性物品の吸収性コア内に適用される。本明細書
で使用する時、吸収性物品とは、液体を吸収して収容する道具を指し、より具体的には、
着用者の身体に接触させたり隣接させたりして、身体から排泄される様々な排出物を吸収
して収容する道具を指す。吸収性物品としては、おむつ、成人用失禁ブリーフ、おむつホ
ルダー及びおむつライナー、生理用ナプキン等が挙げられるが、これらに限定されない。
【００８３】
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　本発明の好ましい吸収性物品はおむつである。本明細書で使用する時、「おむつ」とは
、一般に乳幼児及び失禁者が胴体下部の周囲に着用する吸収性物品を指す。
【００８４】
　本発明に特に好適な吸収性物品は、液体透過性トップシート、液体不透過性バックシー
ト、一般には前記トップシートとバックシート間に配置した吸収性コアを備えた外側カバ
ーから典型的には構成されている。吸収性コアには、一般に圧縮可能かつ快適で、着用者
の皮膚に刺激を与えず、尿および他の体の排出物などの液体を吸収および保持可能な吸収
性材料を含有させてもよい。吸収性コアには、本発明のＳＡＰ粒子に加え、使い捨ておむ
つと他の吸収性物品で通常使用される、一般にエアフェルトと呼ばれる粉砕木材パルプな
どの多種多様の液体吸収性材料を含有させてもよい。
【００８５】
　吸収性集合体として使用される代表的な吸収性構造は、米国特許第５，１３７，５３７
号「個別化されたポリカルボン酸架橋木材パルプセルロース繊維を含有する吸収性構造（
Ａｂｓｏｒｂｅｎｔ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　Ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ　Ｉｎｄｉｖｉｓｕａ
ｌｉｚｅｄ，　Ｐｏｌｙｃａｒｂｏｘｙｌｉｃ　Ａｃｉｄ　Ｃｒｏｓｓｌｉｎｋｅｄ　Ｗ
ｏｏｄ　Ｐｕｌｐ　Ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ　Ｆｉｂｅｒｓ）」（Ｈｅｒｒｏｎら、１９９２
年８月１１日発行）、米国特許第５，１４７，３４５号「失禁管理用高性能吸収体（Ｈｉ
ｇｈ　Ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ　Ａｂｓｏｒｂｅｎｔ　Ａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｆｏｒ　Ｉｎｃ
ｏｎｔｉｎｅｎｃｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）」（Ｙｏｕｎｇら、１９９２年９月１５日
発行）、米国特許第５，３４２，３３８号「低粘度排泄物用使い捨て吸収性物品（Ｄｉｓ
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